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特集●外国人労働の現状と課題

国際的な資本移動と労働移動の関係
─欧米における実証研究のサーベイ

友原　章典
（青山学院大学教授）

グローバル化で話題になるのは，資本の移動である海外直接投資と並んで，人の移動であ
る移民の問題だ。本稿は，労働と資本の代替性（または補完性）という観点から，国際的
な労働移動と資本移動の関係について，欧米における実証研究を中心にサーベイを行う。
欧米諸国のなかには，すでに相当数の労働者を移民として受け入れている国がある。長い
間移民問題に取り組んできた欧米の研究は，今後の我が国における外国人労働者の問題を
考えるうえでも参考になるだろう。特に，本稿は，移民と海外直接投資の関係を概観しな
がら，近年の外国人労働をめぐる問題を考察するための一助となることを目的としている。
既存研究では，海外直接投資と移民の移動する方向も様々で，両者が代替的か補完的かの
定義が異なることもあるため，大まかに，a）海外直接投資流出と移民流入・海外直接投
資流入と移民流出と b）海外直接投資流入と移民流入の 2 つのグループに分けて，海外直
接投資と移民の間の関係をどのように定義するかの整理から始める。その結果，a）のタ
イプの国際的な生産要素移動については補完的，つまり，多くの移民を受け入れていれば，
移民の出身国への海外直接投資が増える傾向にある。また，その傾向は高等教育を受けた
移民の方が強いとされている。また，b）のタイプの国際的な生産要素の移動についても
補完的，つまり，高等教育を受けた移民を多く受け入れている国・地域では，海外直接投
資の流入も多くみられている。こうした結果は，移民のネットワーク効果を認めるものと
なっている。
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Ⅰ　は じ め に

　人口の高齢化や減少は，日本が直面している問
題の一つである。人口の高齢化や減少は，経済的
に様々な負の側面を持つとされる。日本では，将
来的に国内貯蓄の減少が予測され，また，1995

年にピークをつけて以降，生産年齢人口の減少も
観察されている。このため，今後の日本ではこれ
までのような経済成長が期待できないと危惧され
ている。こうした状況を打破して，持続可能な経
済成長を達成するため，海外直接投資の流入を促
進させたり，移民の受け入れを拡大させたりする
政策が提唱されている。たとえば，『ウォール・
ストリート・ジャーナル』におけるアベノミクス
に関するコラムで，3 本の矢に欠けているものは
移民政策であり，移民によって海外直接投資が促
進されるという記述があった（Sternberg�2013）。
こうした指摘は本当なのだろうかということが本
稿の問題提起だ。日本も，外国人研修・技能実習
制度によって農業などの分野で外国人を，また，
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経済連携協定（EPA）に基づき，インドネシア，
フィリピン，ベトナムから看護師・介護福祉士を
受け入れている。今後，様々な形で外国人の受け
入れを積極化していこうという考えがある。
　このような議論は，国際経済学における生産要
素市場の議論と関連している。つまり，労働と資
本という 2 つの生産要素が国境を越えて移動する
場合，労働と資本の間にはどのような関係がある
だろうか，言い換えると，労働と資本の関係は代
替的か，それとも補完的かということだ。それに
よって，海外直接投資の流入を促進させたり，移
民の受け入れを拡大させたりする政策の効果が変
わってくる。実は，標準的な海外直接投資の文献
では，海外直接投資の決定要因として，移民がと
りあげられることはあまりなかった（Blonigen�
and� Piger� 2011;� Eicher,� Helfman� and� Lenkoski�
2012）。これまで，移民と国際資本移動は別々に
議論されたことが多かったわけだ。
　ただ，近年，移民の役割は非常に注目を浴びて
きている。これは，90 年代後半より，移民のネッ
トワークが 2 国間の貿易量を増やすという研究が
出てきたからだ。移民が貿易を拡大するのは，①
移民がブローカーなどのように貿易の仲介をする
ことによる効果と②移民によって，移民の出身国
からの輸入品に対する需要が増える効果があるこ
とが言われている。たとえば，移民のネットワー
クを通じて，お互いの国におけるビジネス慣習な
どの情報が共有されるようになり，貿易に関する
障壁が以前より減るため，移民は貿易を拡大させ
ると説明されている。それ以外にも，移民は母国
のモノを消費したいので，移民受入国は移民の出
身国からの輸入が増えるとされている。似たよう
な考え方は，移民と海外直接投資の関係について
の研究にも適用されるので，移民と海外直接投資
の関係について触れる前に，移民と貿易の関係に
関する研究を少しだけみておこう。

Ⅱ　移民と貿易（Migration�and�Trade）

　数年前に「移民を増やせば輸出も増える」とい
う趣旨の記事が話題になった（日経ビジネスオン
ライン，2009 年 12 月 1 日）。移民受け入れのメリッ

トとして，労働力不足の解消だけでなく，貿易の
振 興 に 役 立 て よ う と い う ス ウ ェ ー デ ン の
Kosmopolit（国際人）というプロジェクトの紹介
だ。実は，移民と貿易の関係は 1990 年代に流行っ
た実証研究で，紹介された研究はその焼き直しで
ある。
　こうした考え方には次のようなロジックがあ
る。外国との取引を伴う国際貿易は国内での取引
とは異なる困難に直面する。これは，輸送費用や
関税のように目に見えてわかるような貿易障壁だ
けでない。ビジネスを円滑に進めるためには，潜
在的な市場開拓のようなビジネス機会やそれぞれ
の地域における特有な取引慣行の情報などが必要
だ。しかし，そうした情報を入手することが，部
外者には容易でない。部外者が有用な情報を集め
ようとすると費用がかかる。つまり，関税などと
異なる性質の貿易障壁も存在するのだ。
　そこで移民の出番だ。移民は，市場構造や消費
者の嗜好，将来における政策の予見性など出身国
の市場に関する様々な知識を持っている。このた
め，情報収集のための費用が少なくて済み，貿易
障壁を緩和させる。また，移民のネットワークや
語学知識などもあわせて，貿易活動を促進するの
に役立つと考えられている。
　こうした考えはいくつかの実証分析によって検
証されている。たとえば，Gould（1994）は�1970
年から 1986 年までのアメリカと 47 カ国との間の
データを使って，アメリカへの移民と貿易の関係
を考察している。彼の分析では，アメリカにいる
移民ストックは，移民の出身国からの輸出・輸入
の両方とも正の相関があることを示している。移
民による貿易拡大の効果は，移民から少なくとも
3.8 年後から現れ，輸出に与える効果の方が，輸
入に与える効果よりも大きいとしている。また，
アメリカの輸出機会は，輸入機会（外国がアメリ
カへ輸出する機会）と比べて，時間の経過ととも
に急速に縮小するとされている。これは，移民に
よる母国からの製品需要が強まるためであると考
えられている。一方，1980 年から 1992 年までの
カナダと 136 カ国間のデータを用いた Head�and�
Ries（1998）による研究は，カナダにいる移民の
ストックが 10％増えると，カナダから移民の出
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身国への輸出が 1％程度，移民の出身国からカナ
ダへの輸入が 3 ～ 4％程度増えるとしている。輸
出と輸入のどちらに与える効果が大きいかに関し
て Gould（1994）と Head�and�Ries（1998）の 2 つ
の研究は異なっているが，移民が貿易を拡大させ
るという結論には変わりがない。その後，似たよ
う な 議 論 が Rauch�and�Trindade（2002）や�Co,�
Euzent�and�Martin（2004）においても展開され
ている。Co,�Euzent�and�Martin（2004）は国レベ
ルではなく州レベルに話を移し，1993 年におけ
るアメリカの州レベルの輸出と移民の出身国であ
る 28 カ国との関係を考察しているし，Rauch�
and�Trindade（2002）は中国人ネットワークの影
響に限定し，移民は同質的な財よりも差別化され
た財の 2 国間貿易を増やすことを示している。

Ⅲ　海外直接投資と移民 1（Outward�FDI�
and�Immigration）

　同じようなことが海外直接投資と移民の関係に
ついても言えるのではないかということで，2000
年代後半からいくつもの議論がなされるように
なった。海外直接投資は，国際貿易より長期の観
点から外国とのコミットメントを必要とする。現
地の消費者だけでなく，従業員，サプライヤー（多
国籍企業に対して部品などを供給する者），政府職
員のように，国際貿易よりも広範囲の情報の非対
称性に直面しているからだ。その分，移民が果た
す役割も大きいのではないかというわけだ。
　たとえば，アメリカにおける移民とアメリカか
らの海外直接投資についての研究はいくつかあ
る。研究対象とされている生産要素の流れは，多
くの移民が様々な国からアメリカに流入し，それ
に対して，アメリカは様々な国に海外直接投資を
行っているというものだ。つまり，移民が海外か
ら入ってくる（労働流入）と他国に海外直接投資
を行う（資本流出）という交換を行っている。
　この 2 つ（労働流入と資本流出）の間にどのよ
うな関係があるかを考察することが近年の議論の
一つである。定型的な海外直接投資と移民パター
ンは，教育を受けた技能労働者が途上国から先進
国に流出してしまい，一方，先進国から途上国に

投資先を求めた資金が流れる形だからだ。こうし
た海外直接投資と移民の関係が考察される背景に
は，頭脳流出（brain�drain）問題がある。
　Javorcik�et�al.（2011）は，そうした海外直接投
資と移民パターンを考察した影響力のある先行研
究の一つである。彼らは，アメリカにいる移民と
アメリカから世界 56 カ国への海外直接投資の間
の関係を考察し，アメリカからの海外直接投資は，
アメリカにおける海外直接投資の受け入れ国から
の移民と正の相関があることを示している。彼ら
の分析によると，アメリカにおける移民のストッ
クが 1％増えると，移民の出身国における海外直
接投資のストックが 0.35 ～ 0.42％増える。
　また，海外直接投資と移民の間の正の相関は，
高等教育を受けた移民の方が強いことも示してい
る。アメリカにおいて大卒以上の移民のストック
が 1％増えると，移民の出身国における海外直接
投資のストックが 0.41 ～ 0.52％増える。さらに，
総移民数が変わらず，大卒以上の移民の割合が
10％増えると，移民を送り出した国の海外直接投
資のストックが 0.3％増えるとしている。
　彼らの学術的な功績は，既存の実証研究ではき
ち ん と 取 り 扱 わ れ て い な か っ た 内 生 性

（endogeneity）の問題を考慮したことにある。移
民と海外直接投資は互いに影響を与えあうため内
生性の問題を生じる。たとえば，多国籍企業が参
入すると，海外直接投資の受け入れ国に雇用機会
が生まれたり，高い賃金を支払う仕事が増えたり
して，海外直接投資の受け入れ国から国外に移民
する誘因は減る。一方で，外資系企業に勤務する
人たちは，海外の支社や本社へ転勤になるかもし
れないし，こうした海外勤務の経験を通して，国
際的に通用するビジネススキルを獲得し，海外直
接投資の受け入れ国から国外へ出ていく（移民す
る）ようになるかもしれない。さらに，こうした
ビジネススキル獲得による国外への移民は，高等
教育を受けている者に顕著かもしれない。
　Javorcik�et�al.�（2011）は，移民の海外直接投資
に対する内生性の問題に対して，移民が自国でパ
スポートの申請にかかる費用，30 年前のアメリ
カにおける各国からの移民のストックをそれぞれ
の国からの人口によって標準化したもの，EU へ

論　文　国際的な資本移動と労働移動の関係
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の距離，20 年前に移民者それぞれの出身国に米
軍基地があたったかどうか，移民の出身国が市民
に二重国籍を許しているかどうかのダミー変数を

（instruments として）使用した操作変数法（instru-
mental�variable�approach）で対応した。
　彼らの分析結果は移民に対して好意的である。
通常，教育水準の高い者が途上国から先進国へ移
民してしまうことは頭脳流出として，移民流出国
にとって好ましくないとされている。もちろん，
こうした負の影響に対しては，これまでにも反論
があった。たとえば，移民は母国に送金するため，
多くの途上国において所得が増え，負の影響を緩
和しているというものである。彼らの分析はよい
影響はそれにとどまらないとしている。つまり，
民族的なネットワークは国境を越えてビジネスに
必要な情報を伝播させ，より多くの海外直接投資
の受け入れを通して，移民の送り出し国のグロー
バル経済への統合を促進しうるからだ。現在では
頭脳流入（brain�gain）と言って，技能労働者の
途上国からの流出が，こうした途上国の発展に役
立っているという見解もいわれるようになった

（Stark,�2004）。
　同じようにアメリカにおける労働流入と資本流
出という海外直接投資と移民パターンを考察した
先行研究には Kugler�and�Rapoport（2007）もあ
る。Javorcik�et�al.（2011）らの研究の基礎となっ
たものである。Kugler�and�Rapoport（2007）は，
①同時期における移民と海外直接投資の関係と②
移民と将来の海外直接投資の関係（移民が将来の
海外直接投資に与える影響）を区別して分析してい
る。この区別は Javorcik�et�al.（2011）にはみら
れないものである。
　Kugler�and�Rapoport（2007）によると，移民
の流出が海外直接投資の流入に与える影響を考察
する場合，理論的には 3 つの経路が考えられる。
第一に，国家間の要素賦存量に基づいた標準的な
静学の国際貿易論によると，移民流出は国内の労
働者数を減らすため，国内において相対的に豊富
になった資本からの収益が低下し，その結果，資
本も国外へ流出する。こうした議論では，移民流
出の増加は海外直接投資の流入を減らす（また
は，移民流出の減少は海外直接投資の流入を増やす）

ので，海外直接投資と移民は代替的である。第二
に，人的資本形成から生じる技術的な外部性効果

（Klenow�and�Rodríguez-Clare,�2005）によると，技
能労働者の存在が新しい技術を受け入れの可否を
決めるため，多くの技能労働者が移民として流出
してしまうと，移民の出身国では労働者に占める
技能労働者の割合が低下し，移民出身国への海外
直接投資の流入が細ることになる。最後に，移民
ネットワークが海外直接投資をするための情報に
関する障壁を緩和し，カントリーリスクプレミア
ム（投資対象国の政治的・経済的な環境のリスク（変
化）に応じて追加すべきリターンに対する要求部分）

を下げるため，移民の出身国への投資を促進させ
る。これらの見解をまとめると，移民と海外直接
投資は，静学的（Kugler�and�Rapoport�は static�ま
たは�contemporaneous という用語を使用）な観点か
ら代替的であり，また，代替の程度は技能労働者
ほど高い。一方，動学的（Kugler�and�Rapoport�は
dynamic という用語を使用している）な意味におい
て補完的と予測されるとしている。
　Kugler�and�Rapoport（2007） の 実 証 分 析 は，
同時期の海外直接投資と移民には負の関係（代替
的）があるが，移民は将来の海外直接投資を増加
させる（補完的）としている。彼らは，55 カ国の
サンプルを使い，アメリカから移民の出身国への
海外直接投資の 1990 年と 2000 年の間における成
長を従属変数に，1990 年時点における移民の出
身国におけるアメリカからの海外直接投資のス
トック，1990 年にアメリカにいる移民のストッ
ク並びに 1990 年と 2000 年の間においてアメリカ
にいる移民のストックの変化を説明変数として分
析を行っている。また，従属変数は，海外直接投
資すべて，製造業における海外直接投資，サービ
ス業における海外直接投資を区別し，移民に関し
ても，受けた教育水準について初等教育，中等教
育，高等教育の区別をして分析を行った。
　アメリカからの総海外直接投資の成長は，初等
及び高等教育を受けた移民のストックとは正の関
係にあるが，移民ストックの変化とは関係が見ら
れなかった。たとえば，1990 年度における初等
教育までの移民のストックが 1％増えると，アメ
リカからその移民の出身国に対する海外直接投資
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の年成長率が1.4%から1.6%へと0.2パーセンテー
ジ・ポイント増える。初等教育までの移民のストッ
クが，その後の海外直接投資と正の関係にあるこ
とは，アメリカにおける彼らの働きを見ることに
よって，労働の質が（使い物になると）確認され
て，移民の出身国に投資しても大丈夫とされたか
らかもしれないとしている。また，高等教育まで
の移民のストックが 1％増えると，アメリカから
その移民の出身国に対する海外直接投資の年成長
率が 1.4% から 1.8% へと 0.4 パーセンテージ・ポ
イント増える。この結果は，国際的なビジネスネッ
トワークの触媒である頭脳流出を確認する形に
なっている。
　製造業における海外直接投資については，高等
教育を受けた移民のストックと正の関係にあった
が，中等教育を受けた移民のストックの変化とは
負の関係が見られた。たとえば，1990 年度にお
ける高等教育までの移民のストックが 1％増える
と，アメリカからその移民の出身国に対する海外
直接投資の年成長率が 2.6% から 3.6% へと 1 パー
センテージ・ポイント増える。また，1990 年か
ら 2000 年の間に中等教育までの移民のストック
が 1％増えると，アメリカからその移民の出身国
に対する海外直接投資の年成長率が 2.6% から
2.5% へと 0.1 パーセンテージ・ポイント減る。
　さらに，サービス業の場合にも，高等教育を受
けた移民のストックと正の関係，高等教育を受け
た移民のストックの変化とは負の関係が見られ
た。1990 年度における高等教育を受けた移民の
ストックが 1％増えると，アメリカからその移民
の出身国に対する海外直接投資の年成長率が
11.4% から 12.5% へと 1.1 パーセンテージ・ポイ
ント増える。また，1990 年から 2000 年の間に高
等教育を受けた移民のストックが 1％増えると，
アメリカからその移民の出身国に対する海外直接
投資の年成長率が 11.4% から 11.1% へと 0.3 パー
センテージ・ポイント減る。
　では，資本移動と労働移動の関係はどうなるだ
ろう。Kugler�and�Rapoport（2007）の結論であ
る，①静学的な観点から代替的，②動学的な意味
において補完的，は少しわかりにくい点もあるの
で，整理すると次のようになる。②については，

1990 年度における移民ストックが増えると，そ
の移民の出身国に対する 1990 年から 2000 年の間
における海外直接投資の成長率が増える＝これま
での移民の歴史的な蓄積は，90 年から向こう 10
年で見た将来的な海外直接投資を増やしている，
ということである。この点をKugler�and�Rapoport�
は動学的（dynamic）という用語を使用して，移
民と海外直接投資は補完的であるとしている。移
民は将来の海外直接投資を増加させるということ
で，民族的なネットワーク効果（diaspora�effects）
が見られるとしている。一方，①については，
1990 年から 2000 年の間に移民のストックが増え
ると，その移民の出身国に対する 1990 年から
2000 年の間における海外直接投資の年成長率が
減る＝同時期における移民数の変化と海外直接投
資の変化をみると負の関係が見られるということ
である。この点を Kugler�and�Rapoport は静学
的（static）�または同時発生の（contemporaneous）
という用語を使用して，代替的であるとしている。
また，彼らの分析によると，こうした結果は高等
教育を受けた移民に顕著にみられるとしてい
る 1）。�
　最後に，1995 年から 2007 年までの東西ヨーロッ
パのデータを使用した De�Simone�and�Manchin

（2012）は，基本的に上記 2 論文と同じような移
民と海外直接投資のパターンを分析している。こ
れまでは移民の受け入れ国視点であったが，彼ら
の論題は「移民流出と海外直接投資流入（Out-
ward�Migration�and�Inward�FDI）」となっており，
移民の出身国の視点になっている。EU15（EU の
先進加盟国）から EU への新加盟国への海外直接
投資と EU への新加盟国から EU15 への移民が分
析の対象である。ただ，移民のストックが海外直
接投資のストックに与える影響ではなく，サンプ
ル初年度の海外直接投資のストックをコントロー
ル（影響を考慮）して，移民のストックが海外直
接投資のフローに与える影響を考察している。そ
の結果，移民ストックは，移民の出身国への海外
直接投資のフローと正の相関がみられた。この結
果は，民族ネットワークが海外直接投資に与える
効果を確認したにすぎず，資本と労働の代替・補
完という観点からみると，Kugler�and�Rapoport
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（2007）における将来的な意味で補完的という結
果と似たようなものである。

代替性と補完性

　ここで少し注意が必要なのは，代替性や補完性
をどのように定義したらよいかである。本稿では
異なる労働移動と資本移動のパターンを考察する
ため，どのような視点で考えるかをはっきりさせ
ておかないと，議論が混乱してしまう。たとえば，
Kugler�and�Rapoport（2007）では，次のように
記述されている。移民流出は国内の労働者数を減
らすため，国内において相対的に豊富になった資
本からの収益が低下し，その結果，資本も国外へ
流出する。このような場合，海外直接投資と移民
は代替的とする。そこで，移民の流出（アメリカ
への移民流入）が増えた時に，移民の出身国への
海外直接投資の流入（アメリカからの海外直接投資
流出）が減ったときには代替的としている（Kugler�
and�Rapoport�2007：p.156）。
　国際的な資本移動と労働移動の関係に関して
は，Wong（2006）による定義がわかりやすい。
Wong は 2 つの観点から説明している。①価格の
観点：国際的な資本移動と労働移動のいずれかが，
世界における効率的な資源配分（要素価格の均等
化）の達成に十分な場合には代替的とされる。こ
の定義は，暗黙に次のようなことを意味している。
財が国際的に自由に取引され，国際的に移動する
いずれかの生産要素もいかなる障害の元にない結
果，最終的な均衡では，国際的に移動する生産要
素の価格（= 生産要素への報酬）が国家間で同じ
になる。国際的に移動する生産要素の価格が国家
間で同じになると，もう一方の生産要素の価格も
国家間で同じになる。一方，国際的な資本移動と
労働移動の両方が，世界における効率的な資源配
分の達成に必要な場合には補完的とされる。つま
り，一つの生産要素の価格が国家間で同じになっ
ても，もう一方の生産要素の価格が国家間で同じ
にならないということである。たとえば，もし，
国家間における技術水準が違うと，財の自由貿易
と一つの生産要素の自由な国際移動は，通常国際
移動がない生産要素の価格を国家間で均等化しな
い。②数量の観点：いずれかの生産要素の移動量

の外生的な増加が，もう一方の生産要素の移動量
を減らす（増やす）場合，国際的な資本移動と労
働移動は代替的（補完的）であるとする。ちなみ
に，数量の観点から，国際的な資本移動と労働移
動の代替性を考察するときには，国家間で技術水
準が同じである必要はない。
　Wong（2006）によると，政府の興味は，多く
の場合，資本移動もしくは労働移動のいずれかの
外生的な変化に対する効果だろうから，数量的な
観点から国際的な資本移動と労働移動の関係を見
る方が，より重要かつ適切である可能性を指摘し
ている。たとえば，数量の観点からみると，Kugler�
and�Rapoport（2007）は，アメリカへの移民の蓄
積（移民流入）が，アメリカから移民の出身国へ
の海外直接投資の成長（海外直接投資の流出）を
促進するので補完的（また，同時期の海外直接投資
と移民には負の関係があるので代替的）となる。同
様に，Javorcik�et�al.�（2011）では，アメリカから
の海外直接投資が，アメリカにおける海外直接投
資の受け入れ国からの移民と正の相関があるので
補完的となる。また，海外直接投資と移民の間の
正の相関は高等教育を受けた移民の方が強いこと
から，高等教育を受けた移民の場合には，その補
完性がより強いといえる。
　Wong（2006）では，国際的な資本移動の増加
が国際的な労働移動を減らすかどうかが興味の対
象である。こうした議論の背景には頭脳流出への
懸念が念頭にある。頭脳流出国（途上国）に対す
る投資の増加は，その国の労働者の所得を増やし，
投資をする国（先進国）へ移民する誘因を減らす
であろう。つまり，国際的な資本移動は，国際的
な労働移動にとって代わる，または減らすという
ロジックである。したがって，資本移動の増加が，
労働移動を減らす場合，国際的な資本移動と労働
移動は代替的であるとする。逆に，資本移動の増
加が，労働移動を増やす場合，国際的な資本移動
と労働移動は補完的であるとするのである。
　しかし，一国の観点からすると違った見方もで
きる。たとえば，アメリカは，移民の受け入れ（労
働増加）と引き換えに，国外に海外直接投資を提
供している（資本減少）。これまでの議論（海外直
接投資流出と移民流入・海外直接投資流入と移民流
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出）だと，資本移動の増加と労働移動の増加が正
の関係にある場合には数量的な観点から補完的と
されるが，アメリカでは資本と労働が代替されて
いるとみることもできる。こうした視点は，次節
で紹介する海外直接投資流入と移民流入の関係を
議論するときに重要となる。
　海外直接投資流入と移民流入の関係に関する既
存研究では，通常，③移民と資本移動に負の関係
がある場合には代替的とされている。負の関係が
あるということは，移民流入が増えると海外直接
投資の流入が減ってしまうことである。理論と現
実の不一致の節で後述されるように，2 つの生産
要素は，2 国間で同じ方向へ移動しない（たとえ
ば，ある国から別の国に移民と海外直接投資は同時
に起こらない）とする教科書的な理論の帰結を反
映している。一方，2 つの生産要素が 2 国間で同
じ方向へ移動する（移民と資本移動に正の関係があ
る）場合には，移民と海外直接投資は補完的とさ
れる。つまり，移民流入が増えると海外直接投資
の流入も増えるときには，補完的となる。

Ⅳ　海外直接投資と移民 2（Inward�FDI�
and�Immigration）

　これまでは「移民流入と海外直接投資流出」の
関係を見てきたが，ここからは今までとは異なる
関係である「移民流入と海外直接投資の流入」を
扱う。国家間のデータを使用した前者とは異なり，
後者は地域経済の枠組みで分析されていることが
多い。
　たとえば，Buch,�Kleinert�and�Toubal（2006）
は，1991 年から 2002 までのドイツ 16 州と 139
カ国の間の海外直接投資の流入と移民の流入の関
係を，ドイツの 16 州に住む移民のストックと海
外直接投資のストックを利用して分析している。
海外直接投資（多国籍企業）の流入と移民の流入
が，特定の国・地域に集中する（彼らは集積

（agglomeration）と呼んでいる）傾向にあるのでは
ないかということが研究の対象である。
　彼らは，資本や労働の性質を 3 つに区別し（資
本：国内資本，移民の出身国 i からの資本，それ以外
の国－i からの資本。労働：国内労働，ある国 i から

の移民，それ以外の国－i からの移民），それぞれの
関係をみたことに特徴がある。また，移民と海外
直接投資の因果関係に関しては，ほぼ同じ独立変
数を用いて，海外直接投資を従属変数にした分析
と移民を従属変数にした分析を別々に行っている

（ただし，同時方程式モデルのように，2 つの要因が
同時に決定される分析を行っているわけではなく，
Javorcik�et�al.（2011）以前の研究であるため，内生
性の問題に関してはきちんとした計量経済学的な対
処がなされていない）。
　分析の結果，①受入地域における要素賦存量が，
海外からの生産要素の受け入れに大きな影響を与
えていることが分かった。たとえば，各州におけ
る国内資本が多いと，海外直接投資の流入が起こ
りにくいが（国内資本のストックと海外直接投資流
入のストックは負の関係），移民の流入を増やすこ
と（移民のストックとは正の関係）がみられた。ま
た，国内労働のストックは，海外直接投資のストッ
クとは明白な関係がみられないが，移民とは負の
関係にあった。②海外からの生産要素に関しては，
それ以外の国－i からの資本は，移民の出身国 i
からの資本とは負の関係であったが，移民につい
ては明白な関係がみられない。③多くの移民を抱
える州では，その移民の出身国のうち，所得水準
の高い国からの海外直接投資のストックが多く蓄
積されている可能性があり，技能労働者と資本が
補完的であるというBergström�and�Panas�（1992）
らの過去の実証研究の結果と一致するとしてい
る。実は，最初の分析では，移民の出身国 i から
の資本は，ある国 i からの移民と明白な関係がみ
られなかった。そこで，海外直接投資の式には，
1 人当たり GDP とある国 i から移民の相互作用

（interaction�terms）を，移民の式には，1 人当た
り GDP とある国 i から海外直接投資の相互作用
を追加して分析しなおしたところ，海外直接投資
の式では，相互作用の係数の推定値において，正
の関係がみられた。この結果より，技能労働者の
移民が多い所得水準の高い国に限定すれば，技能
労働者は資本とは補完的であるため，集積の効果
が見られるとしている。ただ，本文を注意深く読
むと，Buch らは，データの制約により，こうし
た主張を裏付ける直接の検証ができていないこと
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を認めている。④移民の出身国以外の国からの集
積効果も認められる。それ以外の国－i からの移
民は，ある国 i からの移民と移民の出身国 i から
の資本の両方を増やすことが示されたため，違っ
た国からの生産要素の間で何らかの集積効果があ
る可能性があるとしている。その理由として，こ
うした国々（それ以外の国－i）は，（ドイツとの比
較において）文化的に似ているのかもしれないと
推測している。また，こうした効果は，OECD
加盟国からの海外直接投資に顕著である。
　Foad（2012）は，1990 年から 2004 年までの海
外直接投資と 1990 年および 2000 年における移民
データを使用し，国レベルではなく，アメリカ
50 州と 10 カ国との間の関係を考察した。（新規参
入ではなく）各州に存在する外資系企業の数で海
外直接投資を代理しており，基本的には，海外直
接投資のストックと移民のストックの関係をみて
いるといえる 2）。�
　Foad（2012）の特徴は，州レベルにおける移民
のネットワーク効果を考察するための工夫をして
いるところである。州毎の規模の違いを考慮し，
各州における移民の数ではなく，州人口における
移民の相対的な割合を使用したのだ。たとえば，
ハワイよりニューヨークに多くの日本人移民がい
たとしても，ニューヨークの移民ネットワーク効
果が，ハワイのネットワーク効果よりも強いとは
限らない。ハワイにおける日本人移民の割合が相
対的に多ければ，ハワイの市場等に関する情報が
日本にもたらされる効果の方が，ニューヨークの
市場等に関する情報が日本にもたらされる効果よ
り大きいかもしれないからだ。具体的には，ある
国 i から来た移民のうち，州 j にいる i 国移民の
割合を，全米人口のうち州 j の人口の割合で割っ
たものを，「移民集積指数」としている。また，
内生性の問題に対処するため，過去の移民（1970
年および 1980 年の移民集積指数など）を使用して
1990 年の移民集積指数を操作（instrument）して
いる。
　Foad（2012）の分析によると，アメリカにいる
移民はアメリカへ流入する海外直接投資と正の関
係にある。また，それぞれの移民グループの①教
育水準の違い，②アメリカに住んでいる平均年数，

③平均年齢による違いをみてみると，年齢は海外
直接投資と負の関係，年数は正の関係がみられる。
前者は，移民の出身国とのつながりが希薄になっ
てきている可能性を，後者は，アメリカに長く住
んでいるほど，政治的影響力が強く，豊富な地域
情報を持っている可能性を示唆している。但し，
さらなる分析を行った結果，両変数ともこの傾向
をとらえており，いずれの変数がどちらの傾向を
とらえているかは明白でないとしている。さらに，
アフリカから以外の高学歴（大卒＝技能労働者）
の移民は，より海外直接投資を増やすことも示し
ている。アフリカが例外である理由として，高学
歴のアフリカ移民が多いワシントン DC は，海外
直接投資に適さない場所であることや，サンプル
数が少ないため，外れ値が結果にバイアス（偏り）
をかけている可能性などが挙げられている。
　また，移民に関するデータが 1990 年および
2000 年しかないため，上記の分析は移民の効果
と各州毎の目に見えない固定効果が混じっている
可能性があるとし，各年毎の分析（クロスセクショ
ンの分析）も行っている。たとえば，1990 年にお
ける移民ストック（と海外直接投資ストック）は，
1991 年の海外直接投資ストックとどのような関
係にあるかをみている。その結果，1991 年の海
外直接投資とは負の関係，つまり，移民と海外直
接投資は代替的であるが，それ以降の年の海外直
接投資とは正の関係，つまり，移民と海外直接投
資は補完的としている。その理由として，2 つの
効果で説明している。まず，高い賃金を提供して
いる州に移民は流入するが，費用が高い（または
資本への収益が低い）州への多国籍企業の参入は
ない。したがって，この 2 つは代替的な関係を示
す。しかし，移民の流入が蓄積すると，その州に
おける情報や影響力という観点から，移民出身国
の企業による参入に有利な状況が生まれる。長期
的には，前者のデメリットを後者のメリットが上
回るため，海外直接投資が起こり，この 2 つは補
完的な関係になると説明している。
　また，海外直接投資と移民の同時バイアスに対
処するため，1990 年における移民ストックと海
外直接投資ストックが，1990 年からそれぞれの
年までの海外直接投資ストックの変化（たとえ
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ば，1990 年から 1995 年までの企業数の変化）とど
のような関係にあるかをみるとしている。その結
果，1990 年における移民は，1991 年における新
規海外直接投資には影響がみられなかったが，そ
れ以降の年では，新規の海外直接投資を増やす効
果が認められた。また，その効果は，最初の 6 年
間は大きかったが，それ以降は減っていく傾向が
示された。
　Gheasi,�Nijkamp�and�Rietveld（2013）は，2001
年から 2007 年までの U.K.（イギリス）と二十数
カ国との間のデータを使用して，U.K. における
移民ストックと U.K. からの海外直接投資流出ス
トックおよび U.K. への海外直接投資流入ストッ
クの関係を研究し，基本的には，これまでの研究
と同様な結果を得ている。彼らの分析によると，
移民と海外直接投資流出は正の関係にある。移民
ストックの 10% の増加は，U.K. からの移民の出
身国への海外直接投資の 0.33% の増加と関連して
いる。また，教育水準の高い移民は，海外直接投
資の流出と正の関係にあるが，教育水準の低い移
民は，海外直接投資の流出と負の関係にある。一
方，移民と海外直接投資流入には統計的に優位な
関係が認められない。しかし，教育水準の高い移
民は，海外直接投資の流入と正の関係にあるが，
教育水準の低い移民は，海外直接投資の流入と負
の関係にある。まとめると，教育水準の高い移民
は，国際的な資本移動を通じて，移民の定住国と
移民の出身国の間の経済統合を促進する傾向があ
る。教育水準の低い移民の出身国は，海外直接投
資には魅力的でないと説明されている。ただ，海
外直接投資の魅力性は，市場規模の代理変数など
で扱われているので，むしろ，教育水準の低い移
民による民族的なネットワーク効果（diaspora�
effects）がない説明としては不十分と思われる。

理論と現実の不一致

　移民流入と海外直接投資の流入に関する実証分
析の背景には，理論と現実の不一致という問題が
あった。新古典派のモデルに基づけば，移民（労
働）と海外直接投資（資本）は反対方向に動くは
ずである。生産性の低い（高い）国では賃金が低
く（高く），資本からの収益が高い（低い）ため，

もし，資本と労働の両方が移動するのであれば，
資本は生産性の高い国から低い国へ，労働は生産
性の低い国から高い国へ移動するはずだからだ。
しかし，現実は理論とは異なり，資本と労働は同
じ場所に移動する傾向がみられる。
　Lucas（1990）は，資本が豊富（Rich）な国から
欠乏（Poor）している国に移動しない理由（新古
典派モデルの標準的な仮定の誤り）として，すべて
の労働は同質的ではなく技能に違いがあることや
技能労働者は周囲にいる労働者の生産性をあげる
という正の外部性をもつこと，さらに，政治的な
リスクのため資本市場が完全でないこと等を挙げ
ている。本稿での議論は，政治的なリスクの観点
と関係がある。移民は，移民の出身国に関する情
報の共有を促進し，国際的な資本の移動における
障壁を低くするからだ。
　Buch,�Kleinert�and�Toubal（2006）においても
同様な説明がされている。一般的な新古典派モデ
ルでは，貿易によって要素価格が完全に均等化さ
れない場合，国家間における相対的な要素賦存量
の違いによって，国際的な資本又は労働の移動が
起こる。また，同質的な資本と同質的な労働は，
どこの国の生産要素であるかにかかわらず，最終
財の生産過程において代替的に使用される。さら
に，すべての国は同じ生産技術を使用する。こう
したモデルでは，相対的に資本が豊富な国へ労働
が純流入もしくは相対的に資本が豊富な国から資
本が純流出するとされる。労働を輸入することと
資本を輸出することの限界費用と限界便益が一致
すると，こうした生産要素の移動は止まる。この
場合，ある国から別の国へという一方通行の生産
要素の移動が起こるだけであり，総移動量は純移
動量と一致する。2 つの生産要素が，2 国間で同
じ方向へ移動する（たとえば，ある国から別の国に
移民と海外直接投資が同時に起こる）ことはない。
つまり，移民と資本移動には負の関係がある。
　さらに，Buch,�Kleinert�and�Toubal（2006）の
説明は続く。確かに，新古典派モデルでは，同質
的な生産要素は不完全な代替と仮定されている。
しかし，2 つの生産要素が補完的な関係にあり，
同じ方向に移動する理由として，少なくとも次の
3 つが挙げられる。第一に，技能労働者と単純労
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働者のように，生産要素が非同質的であること。
たとえば，Bergström�and�Panas（1992）のよう
に，技能労働者と資本が補完的であることを示し
た実証研究もある。第二に，国家間の技術の違い
もある。もし，ある国が他国の持っていないよう
な高度な技術を持っていた場合，すべての生産要
素（資本，技能労働者，単純労働者など）がその国
に流れ込む可能性がある。Davis�and�Weinstein

（2002）は，生産要素の移動が 1 つの合成要素と
して取り扱われるリカードモデルによって，こう
した可能性を扱っている。第三に，集積効果によっ
て，移民や多国籍企業が集まる場合である。
　こうした議論にみられるように，標準的とされ
る理論の仮定を緩めたりすると，理論と整合性の
ある形で，実証研究の結果が説明できる可能性が
指摘されている。

Ⅴ　移民と海外直接投資（Immigration�and�FDI）

　これまで紹介した研究は，海外直接投資決定の
枠組みで議論されているが（海外直接投資が従属
変数で移民が独立変数），本節で紹介する研究は，
海外直接投資が独立変数で移民が従属変数となっ
ている。
　 た と え ば，Wang,�Wong�and�Granato（2013）
は，1990 年と 2000 年における途上国 19 カ国と
OECD 加盟国 14 カ国の間のデータを使用して，
Ⅳでみたのと同じ，先進国から途上国への海外直
接投資と途上国から先進国への移民（頭脳流出）
のパターンを考察している。分析に際しては，
1990 年における海外直接投資のストック（および
1990 年における移民のストック）が，1990 年から
2000 年の間の移民ストックの変化に与える影響
として定式化している。また，教育水準ごとに途
上国 j から先進国 i への移民の相対的な程度をみ
るために，高等・中等・初等教育のそれぞれにつ
いて，途上国 j で生まれて先進国 i に住む移民の
数を途上国 j の人口で割ったものを使用した。さ
らに，海外直接投資は，途上国 j の GDP に対す
る割合として標準化されている。
　海外直接投資が移民を決めるのか，移民が海外
直接投資を決めるのかという因果関係に係る内生

性の問題に関しては，1990 年以降の移民ストッ
クの変化は 1990 年の海外直接投資に影響を与え
ないとして，上記のような定式化を行うことによ
り，海外直接投資が移民に与える影響を除外する
と述べている。推定においては，従属変数がそれ
ぞれ，高等教育を受けた移民，中等教育を受けた
移民，初等教育を受けた移民の 3 つの式に対して，
3 つの式における潜在的な誤差項の相関を認めな
がら，3 つの式を同時に推定する SUR（Seemingly�
unrelated�regressions,�以下 SUR）を適用した。し
かし，移民と海外直接投資の両方に影響する観測
できない要因による内生性に対処するため，移民
受け入れ国の面積（とその二乗），移民受け入れ国
の金融部門による国内信用が GDP に占める割合，
二重課税条約の存在を海外直接投資のための操作
変数（instrument）とした 3SLS（three�stage�least�
squares）による分析も行い，その結果を中心に
分析結果を論じている。
　彼らは，海外直接投資の流入は 2 つの相反する
効果をもたらすとしている。まず，教育を受けた
者が途上国から移民として出ていくことを減らす
効果（彼らは母国効果（home�effect）と呼んでい
る）。これは，多国籍企業が途上国の国内企業よ
り高い賃金を支払うため，先進国と途上国の賃金
ギャップが縮小したり，多国籍企業が途上国に新
たな仕事を生み出したりして，移民をする必要性
が低くなるためと説明されている。一方，途上国
からの移民を促進する可能性も指摘している（彼
らは結びつき効果（linkage�effect）と呼んでいる）。
これは，多国籍企業の活動により途上国が西欧化
し，海外直接投資の送り出し国である先進国と受
入国である途上国が，文化的・思想的に結びつき
をもつからである。その結果，海外直接投資の係
数の推定値は，これら 2 つの効果を同時に反映し
ていることになる。彼らの分析では，こうした効
果を区別することの困難さを認め，間接的に区別
する試みがなされている。
　Wang,�Wong�and�Granato（2013）の分析によ
ると，途上国における海外直接投資のストックは，
高等・中等教育を受けた者には影響があるが，初
等教育を受けた移民には影響がないとしている 3）。
特に，①海外直接投資の流入は，中等教育を



日本労働研究雑誌� 37

論　文　国際的な資本移動と労働移動の関係
表
　
欧
米
に
お
け
る
実
証
研
究

文
献

FD
I

移
民

FD
I送

出
国

FD
I受

入
国

移
民

送
出

国
移

民
受

入
国

期
間

FD
I

移
民

結
果

そ
の

他
移

民
と

FD
Iの

関
係

Ja
vo

rc
ik

et
�a

l.
（

20
11

）
流

出
流

入
ア

メ
リ

カ
（

U
.S

.）
56

カ
国

56
カ

国
ア

メ
リ

カ
（

U
.S

.）

19
90

年
と

20
00

年
の

2
年

間
の

み

ス
ト

ッ
ク

ス
ト

ッ
ク

ア
メ

リ
カ

に
お

け
る

移
民

の
ス

ト
ッ

ク
が

増
え

る
と

，
移

民
者

の
出

身
国

に
お

け
る

海
外

直
接

投
資

の
ス

ト
ッ

ク
が

増
え

る
。

ま
た

，
海

外
直

接
投

資
と

移
民

の
間

の
正

の
相

関
は

，
高

等
教

育
を

受
け

た
移

民
の

方
が

強
い

。

移
民

ス
ト

ッ
ク

の
デ

ー
タ

は
19

90
年

と
20

00
年

の
み

。

補
完

的
（

そ
の

程
度

は
，

高
等

教
育

を
受

け
た

移
民

ほ
ど

強
い

）。

K
ug

le
r�

an
d�

Ra
po

po
rt

（
20

07
）

流
出

流
入

ア
メ

リ
カ

（
U

.S
.）

55
カ

国
55

カ
国

ア
メ

リ
カ

（
U

.S
.）

19
90

年
基

準

ス
ト

ッ
ク

の
変

化
（

19
90

年
と

20
00

年
の

間
）

ス
ト

ッ
ク

の
変

化
（

19
90

年
と

20
00

年
の

間
）＆

19
90

年
の

ス
ト

ッ
ク

同
時

期
の

海
外

直
接

投
資

と
移

民
に

は
負

の
関

係
が

あ
る

が
，

移
民

は
将

来
の

海
外

直
接

投
資

を
増

加
さ

せ
る

。

移
民

ス
ト

ッ
ク

の
デ

ー
タ

は
19

90
年

と
20

00
年

の
み

。

移
民

が
将

来
の

FD
Iに

与
え

る
影

響
は

補
完

的
（

た
だ

し
，

同
時

期
の

関
係

は
代

替
的

）。

D
e�

Si
m

on
e�

an
d�

M
an

ch
in

（
20

12
）

流
入

流
出

西
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

（
EU

15
）

東
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

（
新

加
盟

国
）

東
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

（
新

加
盟

国
）

西
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

（
EU

15
）

19
95

－
20

07
年

フ
ロ

ー
ス

ト
ッ

ク
移

民
ス

ト
ッ

ク
は

，
移

民
の

出
身

国
へ

の
海

外
直

接
投

資
の

フ
ロ

ー
と

正
の

相
関

。
─

こ
れ

ま
で

の
移

民
数

は
FD

I
に

補
完

的
に

作
用

。

Bu
ch

,�
K

le
in

er
t�

an
d�

T
ou

ba
l

（
20

06
）

流
入

流
入

13
9

カ
国

ド
イ

ツ
16

州
13

9
カ

国
ド

イ
ツ

16
州

19
91

－
20

02
年

ス
ト

ッ
ク

ス
ト

ッ
ク

所
得

水
準

が
高

い
国

の
場

合
に

は
，

移
民

の
ス

ト
ッ

ク
は

移
民

者
の

出
身

国
か

ら
の

海
外

直
接

投
資

と
正

の
相

関
の

可
能

性
。

デ
ー

タ
の

制
約

に
よ

り
，

検
証

が
不

十
分

。
技

能
を

持
つ

移
民

と
FD

I
は

補
完

的
な

可
能

性
。

Fo
ad

（
20

12
）

流
入

流
入

10
カ

国
ア

メ
リ

カ
50

州
10

カ
国

ア
メ

リ
カ

50
州

19
90

－
20

04
年

ス
ト

ッ
ク

ス
ト

ッ
ク

技
能

移
民

が
多

く
い

る
地

域
ほ

ど
海

外
直

接
投

資
が

多
い

。

各
州

に
お

け
る

外
資

系
企

業（
fo

re
ig

n-
ow

ne
d�

affi
lia

te
s）

の
数

を
FD

I
の

代
理

変
数

と
し

て
使

用
。

移
民

と
FD

Iは
補

完
的

（
た

だ
し

，ク
ロ

ス
セ

ク
シ

ョ
ン

的
な

分
析

で
は

，
19

90
年

に
お

け
る

移
民

ス
ト

ッ
ク

は
，

19
91

年
の

海
外

直
接

投
資

と
は

負
の

関
係

＝
代

替
的

）。

Gh
ea

si,
�

N
ijk

am
p�

an
d�

Ri
et

ve
ld

（
20

13
）

流
入

流
入

22
カ

国
イ

ギ
リ

ス
22

カ
国

イ
ギ

リ
ス

20
01

－
20

07
年

ス
ト

ッ
ク

ス
ト

ッ
ク

移
民

ス
ト

ッ
ク

と
FD

I流
出

ス
ト

ッ
ク

に
は

正
の

関
係

。
FD

I
流

入
ス

ト
ッ

ク
と

は
統

計
的

に
有

意
な

関
係

は
な

い
。

教
育

水
準

の
高

い
移

民
は

，
FD

I流
出

・
流

入
と

も
に

強
い

正
の

影
響

。

移
民

の
教

育
デ

ー
タ

は
20

01
年

の
み

。

全
体

的
に

関
係

な
し

（
た

だ
し

，
教

育
水

準
が

高
い

移
民

は
補

完
的

，
低

い
移

民
は

代
替

的
）。

流
出

流
入

イ
ギ

リ
ス

27
カ

国
27

カ
国

イ
ギ

リ
ス

20
01

－
20

07
年

ス
ト

ッ
ク

ス
ト

ッ
ク

全
体

的
に

補
完

的
（

た
だ

し
，

教
育

水
準

が
高

い
移

民
は

補
完

的
，

低
い

移
民

は
代

替
的

）。
W

an
g,

�
W

on
g�

an
d�

Gr
an

at
o

（
20

13
）

流
入

流
出

O
EC

D
加

盟
国

14
カ

国
途

上
国

19
カ

国
途

上
国

19
カ

国
O

EC
D

加
盟

国
14

カ
国

19
90

年
と

20
00

年
ス

ト
ッ

ク

ス
ト

ッ
ク

の
変

化
（

19
90

年
と

20
00

年
の

間
）＆

19
90

年
の

ス
ト

ッ
ク

海
外

直
接

投
資

の
流

入
は

，中
等

・
高

等
教

育
を

受
け

た
者

の
移

民
流

出
を

阻
害

す
る

可
能

性
。

─
中

等
・

高
等

教
育

を
受

け
た

者
と

は
代

替
的

。

注
：

T
om

oh
ar

a（
20

15
）

よ
り

引
用

，
和

訳
の

う
え

，
最

終
行

を
加

筆
。



38� No.�662/September�2015

受けた者よりも，高等教育を受けた者に大きな影
響がある。②海外直接投資の流入は，高等教育を
受けた者よりも，中等教育を受けた者に比較的大
きな結びつき効果がありそうであるとしている。
これらの結果は，海外直接投資の流入が，投資受
け入れ国において相対的に単純労働者よりも技能
労働者への需要を増やし，単純労働者と技能労働
者の賃金格差を拡大させた Feenstra�and�Hanson

（1997）などの研究結果とも一貫性があるとして
いる。
　さらに，1990 年における移民ストックは，
2000 年時点における移民ストックと正の相関が
あるとしている 4）。こうした効果はすべての学歴
の移民にみられるが，高等教育を受けた移民より
も初等や中等教育を受けた移民の方に強い効果が
みられる。このことから，低学歴の移民ほど，同
程度の学歴で既に移民として定着しているコミュ
ニティーを頼る可能性を指摘している。
　また，海外直接投資と移民は 2 国間の関係とし
て分析されることが多いが，他国からの海外直接
投資の影響についても少し言及している。たとえ
ば，アメリカから中国への海外直接投資は，中国
からアメリカへの移民に影響を与えるが，日本や
ヨーロッパから中国への海外直接投資が，中国か
らアメリカへの移民に与える影響も考察するには
どうしたらよいかということである。そこで，こ
の例でいえば，1990 年におけるアメリカ以外の
それぞれの先進国から中国への海外直接投資のス
トックが中国の GDP に占める割合をすべて合計
した項を追加して分析している。その結果，どの
教育水準でみても，他国からの海外直接投資は移
民に影響を与えないようであるとしている。また，
これまでの結論は，この項の追加によって影響を
受けない。
　Wang�and�Wong�（2011）は，途上国 35 カ国と
15カ国のOECD加盟国の1990年と2000年のデー
タを使用し，海外直接投資の流入，移民の流出並
びに移民の母国が受け取る送金の関係を考察して
いる。1990年から2000年までの移民流出のストッ
クの変化を従属変数，1990 年における移民流出
ストック，1990 年における移民の出身国への海
外直接投資流入のストックが移民の出身国の

GDP に占める割合，1990 年において移民の出身
国が受け取った送金が移民の出身国の GDP に占
める割合を独立変数として定式化。移民の民族的
なネットワーク効果（diaspora�effects）（彼らはsocial�
network�effect�と呼んでいる）をコントロールする
ために，1990 年における移民ストックを入れて
いる。初等（教育期間が０～8年），中等（9～12年），
高等（13 年以上）ごとに 3 つの式に SUR を適用
している。分析の結果，海外直接投資の流入は，
中等・高等教育を受けた者の移民流出を阻害する
が，初等教育を受けた者の移民流出には影響ない。
また，移民の母国で受け取る送金は，初等教育を
受けた者の移民流出を促すが，中等・高等教育を
受けた者の移民流出には影響ない。教育水準にか
かわらず，外国における移民ストックは，将来の
移民流出を促進するとしている。ただし，Wang,�
Wong�and�Granato（2013）のプロトタイプによ
る分析であり，内生性などの問題がきちんと対処
されていない。

Ⅵ　まとめ─海外直接投資と移民の関係

　表は主要な文献の概要をまとめてある。海外直
接投資と移民の間にはどのような関係がみられる
であろうか。海外直接投資と移民の移動する方向
によって，両者が代替的か補完的かの定義は異な
るため，a）海外直接投資流出と移民流入・海外
直 接 投 資 流 入 と 移 民 流 出（Outward�FDI�and�
Immigration/�Inward�FDI�and�Emigration） と b）
海外直接投資流入と移民流入（Inward�FDI�and�
Immigration）の 2 つのグループに分け，a）には

「代替性と補完性」の節の②数量の観点，b）に
は③の定義を適用している。a）のタイプの国際
的な生産要素移動については補完的，つまり，多
くの移民を受け入れていれば，移民の出身国への
海外直接投資が増える傾向にある。また，その傾
向は高等教育を受けた移民の方が強いとされてい
る。b）のタイプの国際的な生産要素移動につい
ては補完的，つまり，高等教育を受けた移民を多
く受け入れている国・地域では，海外直接投資の
流入も多くみられる。こうした結果は，移民の民
族的なネットワーク効果を認めるものとなってい
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る。
　いくつかの例外についても考えてみる。たとえ
ば，Kugler�and�Rapoport（2007）や Foad　（2012）
は代替的である場合も示している。実は，これま
での議論は，「移民のストックが多ければ」，補完
的な結果であるといっている。これに対し，
Kugler�and�Rapoport（2007）では，10 年間のス
トックの変化，つまり，10 年間の純ストック（も
しくは 10 年間のフロー）の関係でみると，海外直
接投資と移民は代替的としている。また，Foad

（2012）は，クロスセクションのような分析（year-
by-year�basis）を行い，1990 年における移民のス
トックが，1991 年の海外直接投資のストックと
負の関係にあるとしている。1992 年以降の海外
直接投資のストックとは正の関係にあることか
ら，移民ネットワーク効果が働くまで時間がかか
ると説明されている。最後に，Wang,�Wong�and�
Granato（2013）は，1990 年の海外直接投資のス
トックが，1990 年と 2000 年の間の移民ストック
の変化（＝ 10 年間の移民フロー）とは負の関係で
あるとしている。途上国に流入した直接投資が雇
用の機会などを生み出し，移民流出が減ったとい
うことであるが，他の文献とは異なる性質の海外
直接投資と移民の関係を考察したことも，他の文
献とは逆の結果となった一因かもしれない。
　これらの結果から，国際的な資本移動と労働移
動を議論する際には，どのような海外直接投資と
移民の関係を考察しているのか（たとえば，ストッ
クとフローの違いや 2 つの生産要素が同じ方向に動
いているのかどうかなど）をきちんと区別するこ
とが大事であることがわかる。既存研究ではス
トックを用いた研究が中心である。これは，デー
タの利用可能性やストックの方が扱いやすい（変
動が激しいフローよりも安定的）などの理由があ
る。ただ，こうした結果から政策的含意を考える
場合には注意が必要かもしれない。たとえば，今
年 1 年間に流入した移民と海外直接投資の関係
は，既存研究で考察されたような現在国内にいる
移民の総数とこれまでに移民の出身国から流入し
た海外直接投資総額との関係とは，別かもしれな
い。また，現在国内にいる移民の総数が，今年 1
年に流入する海外直接投資に与える影響とも異な

る可能性がある。
　また，既存研究では，労働の異質性（学歴によっ
て技能労働者と非技能労働者を区別）は扱われてい
たが，資本の異質性については，Kugler�and�
Rapoport（2007）が製造業とサービス業の区別を
した以外，ほとんど扱われていない。異なるタイ
プの資本は，労働者のタイプによって，これまで
知られている資本・労働関係とは違った補完・代
替関係を示すかもしれない。これらの点を検証す
ることは，今後の研究課題の一つといえよう。

 1）ただ，彼らの分析結果は，こうした主張を完璧に支持でき
る程きれいに出ているわけではない（たとえば，アメリカか
らの総海外直接投資の成長は，移民ストックの変化とは関係
が見られていないし，移民と海外直接投資との間に明白な関
係が認められてもいないケース（教育水準の区分）がいくつ
もある）。

�2）Foad（2012）は，データの制約のため，金額ではなく，外
資系企業の数で海外直接投資を代理した結果を中心に議論し
ていることや，1990 年および 2000 年だけの移民データによ
る分析であることが，分析の欠点であることを認めている。

 3）多国籍企業は資本集約的であり，そこでの就業は技能を必
要とするので，海外直接投資の流入により就業機会が増える
のは，高等教育・中等教育を受けた者であろう。また，多国
籍企業で働くことによって，多国籍企業の母国の文化や思想
と接点をもつため，多国籍企業で働く機会のない初等教育水
準の労働者は，海外直接投資流入による影響（結びつき効果）
を受けないのかもしれないと説明されている。

 4）ただし，1990 年における移民ストックは，1990 年から
2000 年の間の移民ストックの変化と負の関係にある。しか
し，左辺は（2000 年の移民ストック─ 1990 年の移民ストッ
ク）であるため，1990 年の移民ストックを右辺に移すと，
1990 年における移民ストックの係数の負の推定値に 1 を足
すことになり，結局正の相関になるとしている（原典注 17

（p.554）を参照）。
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